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（11）　「資本論」，第二部・第一編・第六章・第一節，173頁。
⑫　　「資本論」，第二部・第一編・第一章。第三節，62頁。
（13）　「過程の統制および観念的総括」として抽象的・一般的に規定される複式簿
　記の機能にたいして，具体的・現実的な内容を賦与するものは，複式簿記を生
　成・発展せしめた社会的生産関係の在り方である。複式簿記は，資本主義的生
　産関係のもとでは，さしあたり産業資本一産業的企業の簿記として成立し，そ
　の利潤計算手段となる。資本主義の独占資本主義段階への移行と共に，このよ
　　うに産業資本＝＝産業的企業の簿記としての複式簿記は，独占資本一独占企業の
　簿記臨会計として，その本来的な機能を前提としつつ，この段階に固有な，新
　　しい機能を賦与される。とりわけそこでの財務諸表の公開制という要求により，
　複式簿記vaより計算＝把握される資本運動やその結果は，現実の企業の採算と
　いう点からみたそれと乗離するのが普通である。このような事情にもかかわら
　ず，簿記＝＝会計は，このような粉飾を意図する一定の会計主体の意識を媒介とし
　て，、資本t＝企業の経済活動を把握するものであるといえるであろう。
（④　　『資本維持考』〔山桝忠恕，『会計上の利益概念』，企業利益研究委員会編，
　同文館，昭和43年4月所収　229頁〕。
⑯　　「資本と利益の区分の基準」（岡部利良，雑誌『会計』，85巻・5号，31
　頁）他に同7，10，11号。
　　　「会計上の資本と利益」（岡部利良，雑誌『会計』，73巻　1，3，4号。）
（16）　「イソフレーショソ会計の焦点」，片野一郎，国元書房，昭和34年6月，
　　27頁。
（17）　「会計理論の基本問題」，馬場転森山書店，1975年4月，268頁。
⑱　　「減価償却論」，馬場莚㍉千倉書房，昭和43年11月，177頁。
⑲　　「会計理論の基本問題」，馬場転森山書店，1975年4月，273～274
　　頁。
⑳　　E．Wall，Die　Erfolgsrechnuug　privater　nnd　6ffentlicher
　　Betriebe，　1926，　S．　100．
（2）名目資本維持・歴史的取得原価主義の論理構造
それでは資本維持。「架空利益」排除論なるものが批判の対象とする名目
資本維持・歴史的取得原価主義とは，いかなる論理構造をもち，そのいかな
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る点が資本維持・「架空利益」排除論によって論難されるか。
　さしあたりここでは最も古典的な名目資本維持・歴史的取得原価主義者た
るW．り一ガー（W．Rieger）の所説を引き合い‘こだしながら，問題を展開
しよう。
　周知のようにW．リーガーは，その主著「私経済論入門」（W．Rieger，
Einf廿hru㎎in　die　Privat－wirtschaftslehre，1．　Auf1．，1923，3．
Auf　l．，1g64）の序論の冒頭でつぎのように述べている。すなわち
「われわれが今日の経済をよりよく知ろうとするならば，それとは本質的に
異なる時代の経済との比較於よび変革の決定的な点を解明しなければならな
い。」（1）
　このような問題意識のもとseかれは，前資本主義的段階と「今日の経済」
としての資本主義経済を俊別する特徴を問い，それを発達せる「貨幣交換経
済」　（GeldaustauschwirtSchaft）に求める。この場合，「貨幣交換経済」
の前提は社会的分業の一般化であり，貨幣はこの分業にともなう交換の一般
的手段として成立し，これと引きかえ‘こ販売されるべき財貨はこれにより評
価され一定の価格を与えられる。前資本主義段階に勘ける手エ業生産に代替
して，資本主義段階tc・teける機械制大工業を中心とする大量生産方式の発展，
それば，社会的分業，生産の専門化，それに呼応する貨幣を媒介とする市場
での交換のいっそうの発展・拡大をもたらし，この市場での需給関係，した
がってまた価格が生産を規制する経済機構としての「貨幣交換経済」」を
確立せしめる。このような「貨幣交換経済」に誇いては，すべての経済行為
の中心動機は，市場での財貨の販売による貨幣の獲得（G→G’）であり，
生産は「営利理念」　（ErWerbsidee）‘こよる市場目あての生産となる。資本
主義経済は，まさしくこのような発展した「貨幣交換経済」である。（2）
　このような「貨幣交換経済」としての資本主義経済観を前提として，W．
り一ガーは，生産経済の主体としての資本主義企業をもって「経済生活にお
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ける経済活動によって貨幣所得（Geldeinkommen）一一ここでは利潤
（Gweinn）と呼ばれる一の獲得を企てるもの（Veranstaltung）」と捉え
る。（3）すなわちそれは，財貨の市場での販売による「貨幣所得の獲得」
　（Erziehung　von　Geldeinnahme）　　＝「利潤の獲得」　（Gweinn　zu
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　erzielen）　一しかも「企業者」（Unternehmer）のため‘こ一を経済
活動の基本目的として，「企業者によって利用され，かれの営利的な意図‘こ
奉仕せしめる経営」（4）である。そこでまたこのような企業の経済活動は，
貨幣を始点とし終決点とする「貨幣転換過程」（Geldumwandlungsprozess）
として認識され，この貨幣転換＝「貨幣生成化」（Geldwerdung）をつうじ
ての「貨幣余剰」　（Mehr　an　Geld）　こそ，「貨幣所得」＝「利潤」である
ということになる。（5）　この場合W．　y一ガーの意味する「企業者」とは，
「企業の担い手」　（Trtiger　einer　Unternehmung）　として，「企業を媒介
として貨幣収益（Geldertrag）の獲得を目標として努力する自然人または
法人である。」（6）　法人であれ，自然人であれ，かれらは，「企業者たる特
性」　（Unternehmerqualitat）　‘こおいて利潤動機にしたがって資本を調達
し，危険負担を負い，利潤の分配にあずかる。⑦　株式会社は，「資本的企
業の最も完成された形態」であるが，そこでの企業の本来的な担当者たる
「企業者」は，自然人たる個人とは明確に区別される株主である。株主は，
企業家としてその「企業者たる特性」をもっている。だが，ここでの株主は，
もっぱら「企業資本の資本的担当者としてのみ重要な株主集団」（die　Aktio
ntirschaft，　die　ledjglich　als　finanzielle　Trtiger　des　Unternehmerkapi－
tals　von　Bedeutnung　lst．）である。（8）
　W．リーガーは，このような資本主義経済観一「貨幣交換経済」として
の規定一と資本主義企業観一「貨幣所得」の追求機構としての規定一
を前提として，そこでの「企業計算」（損益計算）をもって「貨幣計算」
（Geldrechnung）として特色ずける。すなわちいう。「企業の決定的な計
算・ずなわち企業の成果（Erfolg）　を示す計算は，貨幣計算だけである。」（9）
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　かれによれば，このような貨幣計算が成立するための前提は，現代流の言
葉でいえばいわゆる貨幣価値一定の公準である。W．リーカー‘こよれば，
「貨幣計算をしようとするならば，……それに不可欠な前提は，万一起
こるかもしれない貨幣価値の変動を故意に無視し，貨幣価値が同一
水準でっねに続くものとみなすこと，これである。」（10）　これを前提とし
てかれは，およそ企業の経済活動＝営業上の事象（取引）の出癸点は「貨幣
の消費」　（Anfwendungen　in　Geld），その終結点は「貨幣の収入」
（Eima㎞e　in　Geld）であり，（11）貨幣計算は，この「貨幣の消費」と
f貨幣の収入」＝「貨幣収益」を構成要素とすること，（12）営業上の事象
（取引）は，個別的にも全体的にも　「貨幣生成化への成熟」　（ein　der
GeldwertUng　Entgegenreifen）　の過程にあること，（13）そこでまた「真の
決算」（ein　wahre　Abschluss）＝利益の算定は，「すぺての費用にとっ
て貨幣形態への転換」（14）がなさ2z，「貨幣の費消」がこの転換をつうじて
「貨幣の収入」となるとき，可能であること，ここで「貨幣余剰」があれば，
それは利益を，「貨幣不足」　（Weniger　in　Geld）　．があれば，それは損失
を意味する，と説く。（15）この場合，，「貨幣の費消」は「財貨・用役が貨幣‘こ
おいて費したもの」　（Was　sie－ane　GUter，　ane　Leistungen－kosten　in
Geld）であり・それは価格により表示される。9れにたいして「貨幣収
益」は，この費消によって「財貨。用役が貨幣で生みだしたもの」（Was　sie
－alle　GUter，　a皿e　LeiStungen－bringen　in　Geld）である。　しかもこの
「貨幣で」（in　Geld）　ということは，「具体的な支払手段」としての貨
幣が問題になっているのではなくて，　「貨幣に換算されて」　（in　Geld　zu
umrechnen）ということが，問題なのである。⑯　そして複式簿記の本質は，
このような「経営事象の貨幣的な映像」　（das　geldliche　Spiegelbild）
であり，⑰「抽象的貨幣計算」（・血eabミt・akt・Ab・ech・・ng）たること
をもってその特質とする。⑱
　W．リーガーによれば，「貨幣余剰」が利益を，「貨幣不足」が損失を意
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味するような損益計算法は，本来，「全体計算」　（Totalrecbnung）の場
合‘このみ妥当する。⑲　「全体計算」では営業上の事象（取引）の出発点と
終決点は，「貨幣的に」結合し，「貨幣費消」　（geldliche　Aufwendungen）
は，すべて貨幣形態として「貨幣収益」　（geldliche　Ertrage）1こ転形す
る。そのため出発点の「貨幣費消」Gと終決点としての「貨幣収益」G’
を相互‘こ比較。対照すれば，そこに残留する「貨幣余剰」または「貨幣不足」
は，利益または損失となる。だが「全体計算」に代り，利益分配・課税目的
などによる期間計算一かれの言葉によれば「年度的中間決算ないしは部分
決算」　（zahrliche　Zwischen－od．　Teilabrechnung）一が一般化するにと
もない，そこには「貨幣生成化」にいたらない部分が含まれるからである。
そこで期間的な貨幣計算のためには，「貨幣生成化」にいたらない部分＝将
来収支を転換途上にある収支に加減し，「全体計算」としての貨幣計算を修
正しなければならない。加減されるべきこの将来収支は，「擬制的な」
（fingiertel）収支である。このような「擬制的な」収支を加減すれば，実
際の貨幣計算は「擬制的な全体計算」　（eine　fingierte　Totalrechnung），
「中間ないしは部分決算」は真の全体計算にたいする「擬制決算」（fingierte
Abschluss）　となるであろう。（2Q）もちろんこの利益は，「貨幣費消」を上
まわる「貨幣利益」の差としての貨幣余剰である。　だが，この「貨幣余剰」
としての利益の算出は，最終的な「貨幣成熟化」によるのではなくて，評価
による。
　かれ1こよれば，「貸借対照表上の評価問題は，貨幣的終決（Geldm琶ssige
Ende）の問題に完全に支配される。」（2i）評価は「貨幣生威化への成熟」（21）
の過程‘こあるものを貸借対照日‘こ換算（割引）し，「当該財貨の貨幣的運命
を先取りすること」（Antizipation　des　geldlichen　Schicksals　der　betreffen－
den　Objekt）　　一かれは，これを「今日の価値」（heutiger　Wert）に
よる評価と呼ぶ一である。（22）この「今日の価値」は，割引現価としての時
価ではなくて，連続的・継続的な貨幣生成化の過程拠おける価値である。（23）
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　さて，これまでみたようなW．リーガーの所説を名目資本維持・歴史的取
得原価主義の論理構造の一つの型として敷延することが許されるとすれば，
われわれは，そこ‘こつぎのような特徴点をみることができるであろう。
　（1），名目資本維持・歴史的取得原価主義は，W．リーガーの言葉をもって
すれば，「営利」　（Erwerb）を経済行為の動機とする「貨幣交換経済」と
しての資本主義経済観，そこ‘こ成立する「貨幣利潤」の追求機構としての資
本主義企業観，この資本主義企業とりわけその支配的な形態たる株式会社‘こ
teける経済主体としての「企業者」＝「株主集団」の存在を前提として，
「企業者」＝「株主集団」に帰属する利益（企業者利益）の計算を指向する
損益計算体系，いいかえれば，「自己資本主への利益の帰属計算」＝「出資
者への分配計算」である。（24）　（このような企業者＝自己資本主への利益の
帰属・分配計算論の成立する社会的・経済的な根拠は，一般‘こは独占の生成
期より確定期にかけての近代株式会社‘こよる資本の集中・集積運動と独占へ
の移行＝近代株式会社の普及とその体制的確立にともなう財務諸表の公開制
度の確立の問題に求められるようである。ここでは，この問題は，本稿の最
も直接的な課題からそれるので，あえて立ちいらない。）
　②，名目資本維持・歴史的取得原価主義は，このような資本主義経済観→
資本主義企業観→経済主体としての「株主集団」の措定→そのための利益の
帰属・分配計算という一連の論理を前提として，　「営利」目的に規定
される資本主義企業‘近代株式会社の経済活動を，起点‘こ於いて「営利」を
目的として投下された貨幣の，「貨幣生成化への成熟」の過程として認識
する。そこより「企業計算」＝損益計算は，基本的に「貨幣計算」として規
定されること‘こなるが，その「貨幣計算」の内容は，「最初に投下された貨
幣と最後に回収された貨幣の，したがって双方の貨幣量の比較」㈲を問題
にすることになる。この場合，「最初に投下された貨幣」が「営利」・「貨
幣獲得」・「貨幣余剰」を目的として投下されるとするなら，それは投下貨
　　　　　　幣資本であり，「回収された貨幣」も，それが「営利」目的に規定される
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「貨幣余剰」を含むかぎり，回収貨幣資本である。したがって「貨幣量」の
比較は，投下・回収される貨幣資本の比較であり，そのかぎりこの「貨幣計
算」は，貨幣資本計算となるであろう。いいかえれば，名目資本維持・歴史
的取得原価主義は，たとえそれが「貨幣余剰」たる利潤の創出過程を不問に
し，資本循環の流通主義的把握‘こよるものであるにせよ，貨幣資本循環の側
面tL焦点を定め，「企業家」＝資本家の意識を媒介とする「貨幣計算」＝貨
幣資本計算の体系として成立する。
　（3），名目資本維持・歴史的取得原価主義は，このような「貨幣計算」＝貨
幣資本計算において貨幣価値不変のコンヴェションを前提として，費用評価
にあたり維持・回収されるべき資本概念として投下貨幣資本を措定する。そ
こより収益から控除されるべき費用評価の基準を歴史的取得原価に求め．利
益をもって投下貨幣資本額を上まわる回収貨幣資本額一「貨幣余剰」＿
として認識する6そこでまたこのよ・うな「貨幣計算」＝貨幣資本計算のもと
では，純理論的には再調達原価が資本維持＝費用計SUtc介入する余地はなく，
価格変動の問題一通説にいう個別価格変動及び一般物価変動の問題一は，
排除されることになる。したがってまた貸借対照表作成日に澄ける費用財の
再調達原価が歴史的取得原価を上まわる場合には，収益認識基準としての実
現原則の適用という保守主義への配慮を別とすれば，それは，理由の如何を
問わず，利益として認識されることになる。そこでまたW．リーガーの場合
でさえ，貨幣価値不変のコンヴェションにもかかわらず，名目資本維持・歴
史的取得原価主義のもとでは，このような価格変動差額の利益としての計上
が，再生産維持のための資本不足の招来とそれにたいする配当・課税をつう
じていわゆる資本の喰いつぶしを招来するという論理により，公示積立金や
秘密積立金（資産の過少評価・期間費用の過大計上などによる）による利益の社
内留保の必要性が強張され，「流動性」と「企業積立金」の問題に多大な関
心が払われるのである。（26）
　（4），名目資本維持・歴史的取得原価主義の立論の諸形態はさまざまである
52
が，ひとしくいえることは，貨幣価値の一定を仮定していることである。この仮定が，
非現実的であると批判されながらも，なおそれが依然とし採択される根拠として，ごく
一般的にはいわゆる「客観的に明白な証拠」としての計算の確実性と未実現利益の
排除があげられる。（28）だが，すで‘こみたように，名目資本維持・歴史的取
得原価主義が採択されるのは，簿記・会計による計算対象が資本家の意識を
媒介とした個別資本の運動であり，個別資本の運動を統一的に表現するもの
が貨幣資本の循環であること，それに加えて名目資本維持・歴史的取得原価
主義による損益計算体系が会計の「客観性」。「確実性」の名のもと‘こ原価
配分の論理により期間費用の過大計上を可能にすること，貨幣価値の
下落期における在高評価にかんする魅力など，名目資本維持・歴史的取得原
価主義の果すさまざまの秘密積立金設定機能などによるのである。㈲
（1）W．Riegel，　Einf廿hrung　in　die　Betriebswirtschaftslelre，1．　Aufl．，1923，3．　AufL，
　1964，S．1．
（2）W．Rieger，　a．　a．0．，　S．4～14。
（3）W．Rieger，　a．　a．0．，　S．157．
（4）W．Riegel，　a．　a．0．，　S．44～45．
（5）W．Rieger，乱a．0．，　S．173．
（6）W．Rieger，　a．　a．0．，　S．99．
（7）W．Rieger，　a．　a．0．，　S．124．
（8）W．Rieger，　a．　a．0．，　S．109．
（9）W．Riege1，　a．　a．0．，　S．183．
⑩W．Rieger，　a．　a．0．，　S．253，
Ol）W．　Rieger，　a．　a．0．，　S．203．
⑫W．Rieger，　a．　a．0．，S．183．
⑬W．Rieger，　a．　a．0．，　S．213．
ωW．Riegel，　a．　a．0．，　S．209．
⑮W．Rieger，　a．　a．0．，　S．205．
⑯W．Riege1，　a．　a．0．，　S．190～191．
Oマ）W．Rieger，　a．　a．0．，　S．200
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⑱W．Rieger，　a．　a．0．，　S．191．
⑲W．Rieger，　a．　a．0．，　S．205～206．
⑳W．Rieger，　a．　a．0．，　S．209～213．
（21）及びP∂　W．Rieger，　a．　a．　O．，　S．213．
（23）　W．Riegerのいう「今日の価値」・「全体計算」・「擬制的決算」という
　ような概念は，かなり特殊な内容を含んでおり，一般にそれに対する擬問・批
　判などが提起されている。〔例えば，「リーガーの利潤計算論」（「利潤計算
　論」，田中茂次　中央経済社昭和45年5月），「取得原価主義一名目資本維
　持説にもとずく利益」（「会計利益測定論」，中野軌　中央経済枇昭和46年5
　月）などあげることができる。〕　ここでは，W．リーガーの著作をとおして
　名目資本維持・歴史的取得原価主義の基調を知ればよいので，これらの問題に
　はあえて立ちいらない。
（2D　「ドイツ会計学序説」，浅羽二郎，森山書店，昭和41年5月，191～192頁。
㈲　　同上，89頁。
（26）　W．Rieger，　a．　a．0．，　S．260，280．
（or）　原価主義立論の諸形態については，「原価主義思考」（岡本愛次企業会計，
　　1966年7月）を参照。
㈲　費用評価基準として歴史的取得原価主義を採択する根拠として検証可能性と
　　しての客観性と計算の確実性をあげるものはきわめて多い。その代表としてわ
　　れわれ峨ペイトン＝リトルトンの「会社会計基準序説」（Patan＆Littleton，
　　Introduction　to　Cooporate　Accounting　Standards，　1941）　と　E．シユマ＿
　　レ汐ミツバの「動的貸借対照表論」（E。Schmalenbach。　Dynamische　Bilanz）を
　あげることができる。
　　周知のように「序説」では，取得原価は第三者との交換取引を基礎とす
　　ること，そこよりまた検証可能性としての客観性と確実性が説か2Z，評価益一
　未実現利益の計上がはぱまれる。そして評価替の問題は財務諸表の解釈の問題
　　とされる。これにたいして「動的貸借対照表論」では，経済性の測定という視
　角より時価の正当性が主張され，計算の確実性という点から，歴史的取得原価
　が主張されている。
⑫9）　歴史的取得原価主義の秘密積立金設定機能が強調される場合でも，必ずしも
　その論理の筋道は同一ではない。原価の期間的配分の論理による期間費用の過
　大計上・収益の縮少表示を説く代表として，われわれは宮上一男教授をあげる
　　ことができるであろう。（例えば「企業会計制度の構造」における「第七章，
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原価の期間配分と秘密自己金融」，「企業会計の理論」における「第二章損
益理論」などを引き合いにだすことができるであろう。）また貨幣価値下落時
における在高評価の魅力を主張する代表として，われわれは馬場克三教授の所
説をあげることができるであろう。（例えば，「資本維持の理論構造」＝＝「近代
会計学大系」第10巻所収　「資本維持論の再吟味」＝「産業経理」，24巻9
号，昭和39年9月所収　「陳腐化と相対的価値維持」一「会計」，81巻2号所
収を参照のこと。）
（3）実質資本維持・修正原価主義のもとでの「架空利益」排除論
　すでにみたような名目資本維持・歴史的取得原価主義は，貨幣価値の不変
を仮定し，貨幣資本循環‘こ依拠するところの名目的な貨幣資本の投下・回収
計算という損益計算体系を構築することによって，いかなる原因によるもの
であれ，価格変動という問題が費用評価としての資本維持の問題に介入する
ことを，論理的にも計算構造的‘こもはばむ。それが価格変動問題を配慮する
としても，財務政策上の問題という形をとるにせよ，財務諸表の解釈の問題
‘こゆだねる形をとるにせよ，直接問われることはない。
　これにたいし資本維持・架空利益排除論は，貨幣側の要因tcよるものであ
れ，商品側の要因によるものであれ，費用評価に於ける価格変動差額を名目
資本維持・歴史的取得原価主義‘こもとずく企業利益のうちより分離・排除し，
課税・配当などによる社外流出を阻止し，合わせて企業財務の健全な維持を
図ろうという問題意識より出発する。このような問題意識を前提として，名
目資本維持・歴史的取得原価主義を基調とする企業利益より，価格変動差額
を分離・排除しようとする場合，実質資本維持・修正原価主義は，貨幣側の
要因とりわけ貨幣価値の変動による価格変動差額をもって「抱束資本の購買
力を維持するために留保されるべき」資本部分＝「架空利益」となし，その
分離・排除を説く。（1）　これ‘こたいして実体資本維持・再調達時価主義は，
貨幣側の要因だけではなくて商品側の要因による価格変動差額をも「架空利
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益」となし，この分離・排除を求める。商品側の要因による価格変動は，貨
幣価値が変動している場合はもとより，それが安定している場合でも生起す
る。名目資本維持・歴史的取得原価主義のもとでは，このような価格変動差
額は，一般には実現原則の適用によってその実現の時点で利益として認識さ
れる。実体資本維持・再調達時価主義は，このような価格変動差額をも「架
空利益」に含める。（2）
　このように名目資本維持・歴史的取得原価主義にたいする批判として資本
維持・「架空利益」排除論は，資本維持論の二つの基本的な型（すなわち貨
幣資本維持論と実体資本維持論）CCしたがって二つの形態に大別される。こ
こでは実質資本維持・修正原価主義にもとずく資本維持・架空利益排除論の
問題‘こ限定し，そこ‘こ展開される架空利益の概念と排除の仕方をみてみよ
う。
　一般に実質資本維持・修正原価主儀は，名目資本維持・歴史的取得原価主
義と同様に，実体資本維持・再調達時価主義との対比‘こ澄いては「貨幣的な
資本維持」　（die　geldmtissige　Kapitalerhaltung）（3）＝「貨幣指向的な
維持形態」（4）を基調とする「貨幣資本維持」（Geldkapitalerhaltung）
の体系とみなされ，（5）　名目資本維持・歴史的取得原価主義との対比におい
ては，つぎのような基本的な相違点が指摘される。
　（1）名目資本維持・歴史的取得原価主義は，貨幣価値の不変＝貨幣の「名
目的な価値の固定性」　（Festhalten　an　Nomilalwerten）を前提として，
「貨幣価値の変動が損益計31tC及ぼす影響」（6）はこれを無視する。これに
たいして実質資本維持・修正原価主義は，つぎのような理由をもってその影
響を考慮し，損益討算上それを分離・排除することを求める。
　実質資本維持・修正原価主義によれば，「名目的な貨幣思考」（das　De11－
ken　in　Geldnominalen）　が成立する前提は，「名目的な貨幣」（das
nominelle　Geld）が，経済においてその機能を維持することである。（7）
この場合，貨幣の本質は給付を受領する際の「証明手段または指図証券」（8）
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（Bescheinigung　od．　Anweisung）であり，その最も重要な機能は，「価
値の尺度と交換手段としての機能」である。（9）貨幣のこの機能は，「貨幣
（の価値＝引用者補足）が安定的である」ことにより果される。なぜならす
べての貨幣的な測定の目的は「比較」であり，「測定対象（das　zu　Messen）
は，統一的な分母に集約　（bringen）されなければならないからである。」⑩
そこでまた損益計算が意味をもつためには，比較・測定単位としての貨幣の
価値の安定ということが前提となるであろう。だがインフレーションと呼ば
れるような急激な貨幣価値の変動が生ずる場合，「価値の尺度tsよび交換手
段としての貨幣の機能は撹乱」（｝i）し，貨幣的測定の「比較」可能性。統一
的な分母への集約がはばまれ，計算の結果は無意味なものとなる。（i2）なぜ
なら，貨幣価値の変動とりわけその下落がある場合，名目資本維持・歴史的
取得原価主義を適用すれば，その結果一方では，貨幣の価値変動（下落）
による価格変動差額が含まれる。この価格変動差額は，名目資本維持・歴
史的取得原価主義のもとでは利益として認識されるが，それは，「抱束資本
の購買力を維持するために」（13）　（um　die　Kaufkraft　des　gebundenen
Kapital　zu　erhalten）　企業内に留保されるべき資本部分＝「架空利益」
とされる。このような「架二利益」が利益として計上・分配一とりわけ課
税・配当の形で一されるなら，それは，資本配当・資本課税を意味し・資
本の喰いつぶしを招来する。他方では，このような利益を基礎に賃銀の引上
げや投資計画がなされるならば，企業は’「支払不能」（Zahlungsfahigkeit）
に陥入るからである。（14）
　②以上のことから実質資本維持・修正原価主義は，費用評価としての資
本維持に澄いて維持せらるべき「貨幣資本」をもって「同一購買力水準で表
示される貨幣資本」⑮　（Geldkapital　ausdrUckt　in　Einheit　gleicher
Kauficraft　）＝「元本の名目価値ではなくて，少くともそれと同一の購買力
に対応する貨幣資本」⑯　（ein　dem　Nennwert，　sondern　mindestens
der　i　gleicher－Kaufkraft　des　Ursprungskapital　entsprechendes　Geld　一
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kapitals）として規定する。したがって費用評価としての資本維持は，
「同一購買力単位に勘いて貨幣計数的に規定された元本の維持」（17）　（die
Erhaltung　eins　geldziffermtisstg　bestimmten　Ursprugskapitals　in
Einheiten　gleicher　Kaufkrafts），いいかえれば，「貨幣の購買力の変化
‘・適合」⑱（d，，vera。d，，t，n　Ka。fk，aft・d，、　G，ld，、　zn、npassen）し
つつ，「貨幣資本」を維持することである，と説かれる。そこより実質資本
維持・修正原価主義は，収益に対応されるべき費用評価の基準を「適切な尺
度により購買力に換算された取得価格」（19」　（Allschaffungspreise，　mit
H且fe　eines　geeignetn　Massstabes　einem　Kaufkraft　zn　umrechnen）＝
修正原価に求める。そしてこの修正原価基準により査定される費用と収益と
の対応により確定される利益をもって，名目資本維持・歴史的取得原価主義
にみるようなたんなる「貨幣余剰」ではなくて，　「購買力という点
からみた（貨幣）余剰」（20）（ein　Mehr　an　Kaufkraft）一（　）内の
補足は引用者による一として把握する。
　（3）実質資本維持・修正原価主義がいう，いわゆる貨幣価値修正基準は，
経済的には，資産に投下した貨幣量を貨幣価値の変動に応じて修正し，それ
により当該資産がそれへの当初の投下貨幣量に比らべてどの程度有利または
不利に運用されているかを判断するための基準である。したがってそれは資
産それ自体の再評価の基準とは区別される。（2i）このような貨幣価値修正基
準として，一般には，周知のように物価指数（一般物価指数），金価格（ま
たはそれ‘こもとずく紙幣価値），為替相場などがあげられる。（22）ここでは
本稿の主題にそって一般物価指数によるものをとりあげ，貨幣価値問題にた
いするその会計的な認識をみることにする。
　いわゆる貨幣価値修正基準として一般物価指数を採択し，それにより貨幣
価値の変動を測定しようという考え方によれば，そこにいう貨幣価値は，価
値の尺度として機能する貨幣の価値ではなくて，流通手段としての貨幣の購
買力または交換価値としての貨幣価値である。このような貨幣の購買力また
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は交換価値は，ここでは一般物価水準ないしはそれを測定するものとみなさ
れる一般物価指数との関係にtsいて捉えられ（物価水準の逆数としての貨幣
価値の認識），その大小は貨幣数量によって決まり，その変動は一般物価指
数により測定されると説かれる。この場合，問題の一般物価指数は，価格変
動要因としての貨幣側の要因の作用＝貨幣数量という要因の作用による価格
変動すなわち購買力としての貨幣価値の変動にもとずく価格変動だけを表示
するということが想定される。⑳そしそこのようSL一想定しうるのは，つぎ
のような理由によるものとする。すなわち，一般に商品の価格変動要因‘こは，
貨幣側の要因と商品側の要因があり，前者に澄いては貨幣数量一貨幣それ
自体の価値変動ではない一が，後者に診いては商品の需給関係一商品そ
れ自体の価値変動ではない一が問題となること，また前者は，価格変動要
因の一般的・共通的な要因であり，後者はその特殊的・個別的な要因である
こと，一般物価指数は，一定の基準時点にたいする他の一定の時点での多数
の商品価格の個別的な価格指数を平均化したものであるが，この平均化によ
って商品側の要因による価格変動の作用は，相互に相殺・除去されること，
（24）その結果一般物価指数の動向は，貨幣価値の変動したがってまたそれに
よる価格変動を把握することができる，というのである。
（1）Hubeltus　Pieper，　Die　reale　Geldkapitalerhaltungs－konzeption，　B．　F．　u．　P．24
　Jahrgang，1972，　Heft　4，　S．203．
　K．Hax，　Substanzerhaltung　der　Betriebe，1．aufL，1957，　S．17．
　E．Walb，　Die　Erfolgsrechnung　privater　und　6ffentlicher　Betriebe，1926，　S．339．
（2）　その典型としてわれわれは，F．シユミットの「有機的時価貸借対照表論」
　（F．Schmidt，　Die　organische　Tageswertbilanz，4．　aufl．，1951。）　E。ゲルトマ
　ッハーの「経済変動と貸借対照表」1（E．Geldm　acher，　Wirtscbaftsunruhe　und
　Bilanz，1923），　K．’・ツクスの「経営の実体維持」　　　　（K．　Hax，　Die
　Substanzerhaltung　der　Betriebe，1957）にこれをみることができる。
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（3）　　J．Liebl，　Kapitalerhaltung　und　Bilanzrechnung，　B．　F．　u．　P．5Jahsrg．1953，
　　5No．9，　S．503．
（4）
（5）
（6）
（7）
（8）
Hubertus　Pieper，　a．　a．0．，　S．203．
K．Hax，　a．　a．0．，　S。20．
E．Schmalenbach，　Dynarnische　Bilanz．
E．Walb，　a．　a．0．，　S．339．
E．Walb，　Finanzwirtschaftlihe　Bilanz，3．　auf1．，1966，　S．8
（9）及び⑩E．Walb，　Die　Erfolgsrechnung　privater　und　6ffentlicher　Betriebe，
　　　1926，S．339，334．
???????????
????????
　計」，
（2勿・E．Schnalenbach，　Gold’markbilanz，　SS．34～39．
　　　W．Mahlberg，　Bilanztechnik　und　Bewertung　bei　Schwankender　Wahrung，2，
　　　aufi．，1922，　S．58－55．
　　　「貨幣価値変動会計」，太田哲三・岩田厳・片野一邸共著，産業図書株式会
　　社，昭和23年S月，115～118頁。
⑳　　「貨幣価値変動期における固定資産再評価の問題性」，岡部利良，雑誌「会
　　計」，65巻，4月，67頁。
⑫◎　例えばE．シユーマーレンパツハはこの問題についてつぎのようにのぺてい
　　る。「物価指数は，多数の商品の価格をまさに表現する。それは，商品自体の
E．Walb，　a．　a。0．，　S．342．
E．Walb，　a．　a．0．，　S．339～340．
Hubertus　Pieper，　a．　a．0．，　S．203．
A．Peeckel，　Scheingewinne　und　Eiserner　Bestand，1970，　S．24．
E．Walb，　Finanzwirtschaftliche　Bilanz，3．　Aufl，1966，　ss．65－65．
K．Hax，　a．　a．0．，　S．517．
J．Liebl．　a．　a。0．，　S．504．
Hubertus　Pieper，　a．　a．0．，　S．206．
Scheingewinn；ins　Rexikon　des　Kaufmtinnischen　Rechnungswesen，　S．2333．
J．Liebl，　a．　a．0．，　S．504．
K．Hax，　a．　a．0．，　S．
「貨幣価値変動期における固定資産再評価の間題性」（岡部利良，雑誌「会
　　65巻，5月，86頁。）
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価格であり，商品全体にとって代る一つの理想的な商品の価格である。・…・
…物価指数賎その特性において個々の商品の価格の変動を相互に相殺する。」
（E．Sohrnalenbach，　Geldmarkbilanz，1922，　S．37～39．）
む　　す　　び　　に
　さてひるがえってインフレーション問題にたいする経済的・社会的な認識
とりわけそこでの貨幣澄よび貨幣の価値の問題にかんする認識を念頭におき
ながら，この問題tc．たいする会計的な認識の一つである実質資本維持・修正原
価主義。一般物価指数による「架空利益」の排除という問題を考えてみると
き，わたくしには，その妥当性についていささか擬問と思われる点が多々残
るのである。
　以下，数多くの擬問点のうちでも，とりわけつぎの三点に絞ってそれを記
し，本稿を閉じたいと思う。
　名目資本維・歴史的取得原価主義であれ，実質資本維持・修正原価主義で
あれ，いずれにせよ，総じて貨幣資本維持計算なるものは，貨幣資本の循環
に依拠しているといわれる。だが，実際cc関連の文献に立ち入ってみると，
そこで使われている貨幣資本・貨幣資本計算・貨幣的評価というような言葉
は，必ずしも価値規定にそって正しく把握されている分ではない。そしてま
たそれらの諸概念と簿記・会計との関連も明確に把握されているとは限らな
い。これらの問題については，別に稿を改めて考えてみたいと思う。
　そこで，ここではさしあたり，これらの問題は不問に付し，一応解決ずみ
のこととして，実質資本維持・修正原価主義・一般物価指数による架空利益
の排除問題teついてな夢擬問iC思われる事柄のうち，とりわけつぎの三点を
あげてみたいと思う。第一‘こ，名目資本維持。歴史的取得原価主義のもとで
は貨幣価値の変動がある場合，そこに計上される利益は，必らずしも「架空
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利益」を含むとは断定しえないこと，第二に，そこに「架空利益」が含まれ
るとしても，それは，一般物価指数によって排除しえないこと，換言すれば，
一般物価指数は貨幣的な要因による価格変動とりわけ購買力の変動のみを反
映するといわれるが，このことは必ずしも当らないこと，第三に，名目資本
維持説であれ実質資本維持説であれ，すでtcみたような貨幣資本維持思考の
基底には，貨幣理論上の名目主義思考が流れている。知られるようにこの名目
主義思考は，物価問題・インフレーション問題の解明にとって必ずしも説得
力あるものではない。実質資本維・架空利益排除論なるものもまた，この点
にまでさかのぼって考える必要があるのではないかということである。
　ag－一の問題についてo
　一般‘こ名目資本維持・歴史的取得原価主義のもとで貨幣価値の変動がある
場合，そこで問題となる「架空利益」は，つぎのような代数和として示され
る。（1）
　「架空利益」＝（費用計上不足額一収益計上不足額）＋（貨幣価値変動
　　　　　　　　　損失一貨幣価値変動利益）
　したがって実質資本維持・「架空利益」排除論のいうように，貨幣価値の
変動とりわけその低下が，いわゆる「実体的資産」（棚卸資産と固定資産）
にたいしては費用計上不足として作用し，収益が名目的‘こ著しくふくらみ，
その結果「架空利益」が発生するとしても，少なくとも「貨幣的項目」（貨
幣・債権と債務）についての貨幣価値変動損益を考慮に入れるなら，それが，
そのまま「架空利益」の発生であるということにはならない。（2）
　この場合，「貨幣的項目」にたいして生ずる貨幣価値変動損益は，貨幣的
資産項目の所有により生ずる損失＝インフレ損失と，貨幣的負債項目の保
有にもとずく利益＝インフレ利益（いわゆる「債務者利得」）との差額であ
る。インフレ損失もインフレ利益も，一応「真の」損益とみなすことができ
るとすれば，名目資本維持・歴史的取得原価主義のもとでは，インフレ損失は
計算構造的にも論理的にも計上されず，「架空利益」が発生することになるであ
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ろう。これにたいしてインフレ利益は，架空損失の発生を意味する。インフレ
損失は，未実現損失であり，投下貨幣資本の回収過程で実現損失に転化する。
インフレ利益は未実現利益であり，原則として投下貨幣資本の回収過程で実
現利益となる。（但し現実‘こは保守主義原則の適用により，未実現利益の計
上ははばまれ，実現損失・未実現損失のみが計上される。）そこで費用計上
不足による「架空利益」が発生しても，貨幣的負債項目の保有額が貨幣的資
産項目の保有額を上まわり，’その差額が費用計上不足による「架空利益」を
カパーすれば，架空損失の計上＝計上利益の過少表示となり，「架空利益」
の計上・分配による資本喰いつぶしどころか，秘密積立金の設定にいたるの
である。
　そのうえ目名資本維持・歴史的取得原価主義のもとでは，利益処分として
の公示積立金のほかに，すでにふれたように計算の客観性と正確性の名のも
と‘こ，例えば後入先出法や恒常在高法，加速償却，各種のいわゆる負債性引
当金など‘こよる期間費用の過大計上をつうじて秘密積立金が設定される。貨
幣価値変動利益の発生は，これらの秘密積立金と相侯って鷹大な利益の留保
とそれを基礎とする資本の集積・集中を可能にするはずである。しかも，よ
くいわれるように，インフレーションは体制的・社会的な規模で自動的・強
制的に行こなわれる富と所得の再分配の過程である。それは，労働者や中産
・小所得階層にとっては不利な実質賃銀の低下と債権老損失の発生を，彪大
な資本装備と巨大な生産力，したがってまたそれを前提とする市場支配力に
よって信用の増大が可能となる独占的な巨大企業‘ことっては，ますます有利
に作用しつつ，資本の所有と支配にもとずくところの一方でのインフレ利得
の創出による収奪と，他方でのインフレ損失の発生による被収奪をつうじて，
きわめて不平等な形で富と所得を再分配する。
　このような点に，いわゆる資本維持・「架空利益」排除論の「架空性」が
秘んで診り，（3）　名目資本維持・歴史的取得原価主義は，な勘依然として成
立しうる理由をそれなりにもっているといえるであろう。そうだとすれば，
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実質資本維持。修正原価主義・一般物価指数による「架空利益」排除論のね
らいは，別のところにあるように思われるQ
　第二の問題について。
　すでにみたように一般物価指数は，一定の基準時点にたいする他の一定時
点に澄ける多数の個別価格指数の平均値である。
　この場合，商品の個別価格は，貨幣側の要因によるのみならず，商品側の
要因‘こよっても変動し，しかもそれleは実質的な価格変動部分が含まれている。
したがって個別価格指数は，商品と貨幣という二つの側の要因による価格変
動の作用一しかも商品・貨幣それぞれの実質的な価格変動の作用をも一
を内包し，そのためその平均値としての一般物価指数は，いわゆる「二重
性」をもつことになる。④　そこでこのような物価指数が，商品側の要因に
よる作用を相互に相殺・除去し，価格変動の一般的・共通的な要因＝貨幣側
の要因の作用だけを反映するとはいえない。なぜなら，物価指数は，度数分
布の偏りのある主要商品の個別価格指数の平均値である。そのため商品側の
要因による価格変動の作用一商品それ自身の価値変動と市場価格の変動の
作用一を仮りに無視しうるとしても，インフレ損益を全体として相殺し，
その逆数が通貨の価値を表現するということにはならないからである。一般
に個別商品の価格騰貴率と貨幣価値の下落率とは，乖離する。しかも，個別
商品の価格騰貴率が仮te同一であるとしても，個別的商品の相対的価値比率
の問題は，それとは別個に存在する。（5）　そしてこのことは，一般物価指数
ないしは個別物価指数と貨幣価値低下率＝紙幣減価率との間の乖離として一
般によく知られているところである。（6）そしてこのような乖離は，個別企
業に澄ける生産物価格の，通貨価値の下落率を相当程度上まわる騰貴（値上
げ）によるものである。このような値上げが可能な企業は，独占的巨大企業
とその傘下にある系列諸企業である。
　第三の問題について。
　一般に貨幣理論上の名目主義は，本来，一般的な等価物としての貨幣のも
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つ一般的な流通手段ないしは購買手段としての機能を孤立的に把握し，貨幣
機能論上の紙幣流通に独自な一法則を一般化する。（7）これを前提として名目
主義は，貨幣は，それが流通手段として機能することに語いてその価値をう
けとり，貨幣＝通貨の価値は交換に論い成立する諸商品の価格一諸商品の
価格・貨幣形態は，ここでは貨幣と商品が交換される場合，その交換比率と
しての一定量の商品にたいする一定量の貨幣を意味する一をつうじて把握
される購買カーここでの購買力は「貨幣一単位量でえられる商品単位
数」（8）である一であり，物価の逆数であると説かれる。（9）そこでまた
貨幣価値の変動は購買力の変動であり，それは，一般物価指数の動向により
測定される，（｝e）といわれる。したがってここでは価値の尺度としての貨幣商
品一金一の機能を前提として相互に相異なる金分量を測定・比較するた
めに金の一定分量を定め，これにたいし計算名を確定すること（価格の度量
標準の問題）を，この金分量にたいする価格を確定する問題であるとなし，
価値の尺度としての貨幣の機能を無視し，貨幣価値それ自体を否定する。
　しかも本来の貨幣商品一金一が国内的流通にk・いては国権の介入‘こよ
りさまざまな特殊国民経済的な衣服をまとうような段階では，国家の介入‘こ
よる措置が逆転し，貨幣は法制上の産物である（貨幣国定説）とか，「社会
の生産物に対する請求権（Anrecht）または指図証　（Anweisung）」（i1）と
いうような見解が成立する。そこでまたこのような名目主義のもとでは，計
算貨幣はたんなる価格計算のための抽象的・便宜的な計算単位としてのみ規
定され，たんなる記号または符号となる。（12）
　このような名目主義・貨幣数量説的な思考は，古典的な形態より近代的な
形態にいたるまでさまざまであるが，ここではそれに立ちいる必要はない。
それよりもむしろ，このような主張の最も基本的な点，すなわち，商品の価
格形態・貨幣形態が商品の価値形態の発展の最高の産物とには捉えられず理
解されていないこと，したがってまた，一般的等価物としての貨幣の価値そ
れ自身は何ら問題とはならないこと，しかも購買力としての貨幣の価値の問
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題が，本来，貨幣の価値尺度機能を前提として派生する価格の度量標準拶能
tcかかわる問題である一なぜなら貨幣の購買力は貨幣一単位でえられる商
品の単位数ではなくて等量の価値をもった貨幣商品とそれ以外の商品との相
互の交換の比率であり，その背後に価値と価値との対抗関係があるため，
価値を前提とする交換比率の問題は，価格の度量標準機能の問題になるから
である（13）一にもかかわらず，貨幣と商品のたんなる物量的な交換比率と
して問われていること，したがってまた計算貨幣をもって単なる価格計算の
ための抽象的・便宜的な計算単位・記号まなは符号とする点などを確認すれ
ばよい。
　このような名目主義は，最も根源的‘こは，商品の価格が計算貨幣で表示さ
れると価格形態のうちより価値関係の痕跡がきえさり，貨幣にたいする錯覚
・曲解が生ずることによるものであろう。（14）その一っは，いわゆる金の鋳
貨価格である。金は本来貨幣であり，それ自体価格をもらえない。だが，例
えば価格の度量標準を示す士オンス金犀1＄を，金を基準にしていえば，
1オンスの金＝35ドルとなり，1オンスの金が恰かも35ドルの価格をも
つよう‘こみえる。しかも貨幣名の重量名から任意の貨幣名への変更や価値の尺
度機能を果たす貨幣商品の変更により貨幣名が空洞化する。そこより抽象的
計算単位で価値尺度機能が果たされるような錯覚が生ずる。
　例えば，W．り一ガーが，金本位制のもとでの貨幣価値の安定性について
つぎのよう‘このべるとき，われわれはそこに貨幣論上の名目主義の根源とも
いうべき計算貨幣についての錯覚をみてとることができるであろう。
　「抱束本位制，たとえば金本位制の場合，事態は非常に簡単である。金価
値一すなわちその価格一が，変動する‘こせよそうでないにせよ，金本位
制たるかぎり1マルクは1マルクに等しい。金本位制は金価値。その価格が
変動すべきではないとは，いささかも主張しない。金本位制は，金価値が絶
対的に固定的であるべきことを意味もしなければ，前提ともしない。金本位
制は，ただ金が固定価格をもつということにのみ立脚する。すなわち1キロ
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グラム金は2790マルクに等しい。逆にいえば，1マルクは27もoキログラ
ム金に等しいということになる。この関係が中央銀行の政策により保持され
るかぎり，貨幣価値の固定性にたいするいささかの擬問もありえない。」㈹
　事実W．リーガーの貨幣観は，クナップの「貨幣国定説」に立脚するもの
であったし，⑯E．ワルプも，「貨幣国定説」のより発展した形態である
「証明手段または指図証券説」に依拠した。かれらは，このような貨幣観を
前提として，貨幣の本質，貨幣価値，貨幣価値の変動の問題を論じたのであ
る。もとよりW．り一ガーはつぎにみるような理由ずけで「貨幣価値の変動
が損益計算に及ぼす影響」を排除することをこばみ，名目資本維持・歴史的
取得原価主義にとどまった。すなわちW．リーガーscよれば，貨幣価値の問
題，したがってまたインフレーションの問題は，基本的には「国民経済的ま
たは世界経済的問題」であり私経済論としての経営経済学の問題ではないこ
と，インフレーションは「貨幣制度の無政府状態したがってまた計算喪失の
時期」（17）　（die　Zeit　der　Anarchie　im　Geldwesen，　somit　der　Rechnungs－
losigkeitlf、）であるが，それは，「国民経済的または世界経済問題」として
は，第一次大戦後すみやかに所得の配分とその変化をもたらすため‘こ不可欠
な技術的手段であり，たとえそれが「正確な成果計算と相互に排除しあう」
にせよ，不可避であり，「インフレーションは，課税手段としても多大な，
いわゆる独占的な利点をもっている」（18）こと，したがってまた個別企業の
会計に澄いて貨幣価値変動にたいする修正をすること，それは，国家的立場
あるいはインフレーションの経済的な意義‘こ離反することになるかもしれな
い，というのである。
　これにたいしてE．ワルプは，すで‘こみたような実質資本維・修正原価主
主論の主張者の一人として，「貨幣価値の変動が損益計算に及ぼす影響」を
排除することを求めたのであった。
　だが，すでにみたような価値規定にしたがって貨幣価値の概念を捉えると
すれば，それは，貨幣それ自体の価値＝価値の尺度として機能する貨幣商品
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一金一の価値である。（紙幣の場合には，それは，貨幣商品一金一
の価値にもとずく紙幣価値を意味する。）そこでまたこのような貨幣価値の
インフレーション期における変動を修正するとすれば，少くとも論理的には
一般物価指数ではなくて金の価格によるべきことになるであろう。これらの
問題‘こついては別稿にまちたい。
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